
 

研究動向・成果 
 

 

現地地盤サンプルを用いた実物大の
高流速水理実験 
 

河川研究部 海岸研究室   室長 諏訪 義雄 主任研究官 原野 崇 研究官 濵口 耕平 

（キーワード）  津波、侵食、水理実験  

 

１．背景と目的  

国総研では、砂丘や浜堤等の自然・地域インフラ

の防災・減災効果と限界の評価を目指している。し

かし、津波のような高流速に対する砂丘や浜堤（植

生を含む）の応答に関する知見は少ない。本研究で

は実物の実験でのみ確認できる植生が生育した状態

での地盤の侵食過程を把握することを目的とした。 

２．実験方法 

 今回は、下記写真１のように、人工広葉樹林と砂

丘松林（下草有り）の２種類の供試体例を紹介する。

実験では、樹木の根系を含んだままの現地地盤を乱

さないように採取した供試体を用いた。（写真２左） 

供試体を高流速実験水路内に設置し、写真２右の

ように津波を想定した最大約7m/sの高流速を繰り返

し作用させ、地盤表面の侵食深さの計測を行った。 

３．実験結果の例 

供試体表面を格子状に分け、各格子の侵食深の経

時変化を測定し、侵食深と根毛量の鉛直分布を比較

した。 

 

写真１ 供試体の採取地。（左）人工広葉樹林（島

根県出雲市）、（右）砂丘松林（静岡県袋井市） 

 

写真２ （左）供試体採取時と（右）通水実験時 

侵食の速度（折線グラフの傾き）は地表面に近い

層では小さく、その後急激に侵食が進む傾向が見ら

れた。根毛量（棒グラフ）が急激に減少する深さで

侵食が進む状況が読み取れ、河川堤防のり面を対象

とした既往の侵食実験の結果１）と同じ傾向を示した。 

４．今後の見通し 

 実験サンプル数をさらに増やし、砂丘・浜堤の津

波に対する効果と限界を明らかにしていきたい。 

 

図 実験時の侵食量と根毛量、及び流速 

☞詳細情報はこちら 

1) 土木研究所資料 第3489号 pp.97-214 
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１．プロジェクトの背景 

平成27年9月関東・東北豪雨における鬼怒川の氾濫

では、多くの課題が認識された。その内、避難の遅

れ等により多くの住民が孤立、堤防決壊までに避難

勧告・指示が発令されていない地区が存在、といっ

た課題が浮き彫りとなっている。 

こうした大規模洪水の際、河川管理者は、地方公

共団体による避難勧告・指示の適切な発令や、住民

の主体的な避難を促す河川の状況情報を提供する必

要がある。現在、河川管理者は、水位観測地点の観

測水位、洪水予報地点の予測水位といった点情報の

み提供しているが、このような離散的な情報から、

上下流連続的に河川の状況を想像し、地先単位で氾

濫等の危険性や切迫性を見極め、適時適確に避難オ

ペレーションを行うためには、当該河川の洪水に関

する豊富な知識、経験を要する。しかし、情報の受

け手である地方公共団体等において、現在提供され

ている情報から適切な状況把握、判断が可能な人材

をにわかに確保・育成することは相当困難である。

つまり現状では、大規模洪水の際に提供される情報

とそのリテラシーの問題によって、情報が避難行動

や危機管理に効果的に結び付いていないと考えられ

る。 

上記の背景から、国総研河川研究部は、大規模洪

水の際に河川管理者から提供される情報を避難行動、

危機管理に効果的に結び付けるラストワンマイルの

問題に取り組むべく、「洪水危険度見える化プロジ

ェクト」を、関東・東北豪雨後直ちに発足させた。 

２．洪水危険度見える化システム 

 現状の提供情報とそのリテラシーの問題解決を図

るツールとして、「洪水危険度見える化システム」

の構築に着手した。このシステムは、河川の洪水危

険度（氾濫発生の危険性、切迫性、氾濫が発生した

場合の救助・避難人口等の規模等）を上下流連続的

に視覚化し提供するものである（図）。洪水時には、

河川事務所と地方公共団体が洪水危険度を把握・共

有し、危機管理の意思決定を支援する情報を提供す

るとともに、平常時には、災害対応訓練等での活用

を通じて河川情報リテラシーの向上に資する、河川

事務所と地方公共団体との日頃からのコミュケーシ

ョンツールとなることを目指している。こうした目

的を踏まえ、見える化システムの要件として、“洪

水危険度に関する種々の情報の一元化により氾濫発

生の危険性等を総合的に把握”、“水位、堤防高、

堤内地盤高等の縦断図により、地先単位で氾濫の危

険性を把握”、“リアリティーのある表現等により

氾濫発生の切迫度を把握”の3点を設定し、構築を進

めているところである。 

図 河川水位、堤防高等の縦断表現イメージ 

３．今後の展開 

 見える化システムは、観測、解析、表現技術の総

合化が不可欠である。特に表現技術は、情報を避難

行動等に結び付けるラストワンマイルの問題解決に

重要な役割を担う。そのため今後、社会学等の観点

から情報の内容と表現の検討を進め、その知見をシ

ステムに反映していく。 
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